
 

④３次判定の結果 

１）計画期間中の管理⽅針及び事業⼿法設定の考え⽅ 
１次判定、２次判定を踏まえ、これまでの公営住宅等管理状況や市施策の方向性を踏まえ、下記

の視点より総合的な観点から、３次判定を行う。 
 

○安全性の優先 
・建築年次より、旧耐震基準に基づく建物、構造別耐用年限を大きく超過している建物は、安全性

に著しく劣ると判断する。また、土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）や災害警戒区域に含ま
れる団地・住棟は生命への安全性が危惧されるため、用途廃止が適切と考える。洪水浸水区域や
土砂災害警戒区域については、防災対策や一部住棟の使用停止などの措置により、短期間に多く
の入居者の移転等が発生しないよう配慮することも必要と考える。 

○校区内バランスの配慮 
・出水市内の公営住宅等の居住世帯には、ひとり親世帯が多く含まれている。公営住宅等の住宅セ

ーフティネットの役割を踏まえ、市が子育て世帯の移住・定住による将来人口の見通しを持つこ
とを鑑み、小学校区内で住宅に困窮する子育て世帯の受皿となる住宅を一定数確保することが必
要と考える。 

○需要の⾒通し 
・公営住宅等の立地状況は、公共交通機関から一定の距離圏域にあり利便性が確保されている一方、

建物の老朽度も要因の一つとして、入居率には差異がみられる。建替え後に一定の需要（入居希
望）が見込まれない団地は、用途廃止が適切と考えられる。 

・また、今後の公営住宅等の居住環境として、居住水準の向上や共用施設、敷地利用の多様化にも
対応することが必要であり、集約・建替には敷地規模が大きい団地を選定することが考えられる。 

○改修履歴の有無 
・過去 10 年間、防水⼯事、共用施設（集会所等）整備、住⼾設備の更新などが行われている。こう

した改修履歴を踏まえ、用途廃止について考慮する必要がある。 
 

2）団地別・住棟別活用計画（素案） 
これまでの「判定結果」を踏まえ、出水市における計画期間中の公営住宅等ストックの事業手法別

の⼾数を整理する。 
 

判定分類 管理⼾数 削減⼾数 
公営住宅等の需要推計結果 
（R15.3） 990 ⼾＋α  

維持管理 1,269 ⼾  
用途廃止  327 ⼾ 
建替え（新築） 200 ⼾  
合 計 1,469 ⼾ 597 ⼾ 
余剰⼾数 479 ⼾  
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６ 点検の実施方針の設定 

公営住宅等の点検については、公営住宅等に対する点検・診断の実施、その結果に基づく必要な対
策の実施、点検・診断結果や対策履歴等の情報の記録及び次の点検・診断等への活用という「メンテ
ナンスサイクル」の中で有効に機能するよう、以下の実施方針に基づき取り組む。 

（１）定期点検の実施方針 
建築基準法に基づく法定点検※については、本市の管理する公営住宅等（建築物）については義務

付けられていないが、今後も対象となる設備等については適切な各種点検を実施する。 
※建築基準法では、適法状態を継続的にチェックするために不特定多数の者が利用する建築物等の所有

者又は管理者が、定期的に有資格者に調査・検査をさせて、その結果を特定行政庁（鹿児島県）に報
告することを義務付けている。（建築基準法第 12 条） 

（２）⽇常点検の実施方針 
定期点検のほかに目視により容易に確認することが可能な部位については、必要に応じて日常点検

の実施に努める。 
日常点検は、年１回程度、建築基準法第 12 条で規定する有資格者以外の者が実施可能である簡便

なものとし、点検項目については「公営住宅等日常点検マニュアル（国土交通省住宅局住宅総合整備
課 平成 28 年８月）」を参考とする。 

また、法定点検の点検項目にないものの、公営住宅等の適切な維持管理のために状況を把握するこ
とが必要な箇所について、点検を行うこととする。 

なお、日常点検の結果、不具合等があることが判明した場合は、技術者に将来調査を依頼する等の
適切な対応を行うこととする。 

 
■定期点検、⽇常点検の位置付け（イメージ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）住⼾内における点検の実施方針 
住⼾内の設備やバルコニー劣化状況等の点検は、住宅内部に⽴ち⼊る必要があり定期点検・日常点

検の実施が困難であることから、⼊居者が退去して空室となった際に、住⼾内部・バルコニー等の点
検を実施する。 

  

法定点検の対象となる公営住宅等 
 
 
 
 
 
 

＋ 補完 

法定点検の対象外となる公営住宅等 
 
 
 
 
 
 

＋ 補完 

定期点検 
法定点検（従来どおり） 

【有資格者が実施】 
法定点検と同様の点検 
【有資格者が実施】 

日常点検  
【有資格者以外も実施可能】 
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（４）耐⽤年限を超過かつ旧耐震基準で建設された維持管理継続団地の取り扱い 
本計画において、耐用年限を超過しているが、⼊居状況や本市の財政状況等から、計画期間中の用

途廃止・除却を行わず、維持管理を継続することとした団地のうち、特に昭和 56 年以前、旧耐震基
準に基づき建設された住棟については、そのまま使用を継続することに、安全性の面から不安がある。 

旧耐震基準に基づき建設された建物が全て耐震性能が不足するわけではないが、不足する可能性が
高いことについて、対応を図ることが必要である。まずは、簡易耐震診断を行い、耐震性能に不安が
ある住棟については、本診断を行い、必要であれば耐震補強などを施すことが求められる。 

 
 

〇本計画の維持管理団地のうち、耐用年限を超過かつ旧耐震基準で建設された団地一覧 

 
 

江内 畦浦第二団地 2棟 10⼾

高尾野 麓第二団地 8棟 30⼾

柴引団地 23棟 88⼾

大和団地 4棟 8⼾

下⽔流 下⽔流団地 5棟 25⼾

野田 仮屋Ａ団地 3棟 10⼾

仮屋Ｃ団地 8棟 31⼾

本町Ａ団地 7棟 27⼾

⻄牟田団地 7棟 32⼾

熊陳Ａ団地 11棟 38⼾

熊陳Ｂ団地 1棟 4⼾

79棟 303⼾合計

校区
団地名 棟数 ⼾数
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７ 計画修繕の実施方針の設定 

修繕の実施にあたっては、部位ごとに定められている修繕周期を目安として将来見込まれる修繕工
事の内容、修繕時期、必要となる費用等についてあらかじめ想定するとともに、定期点検、日常点検
の結果を踏まえ、予防保全的な観点から計画的な修繕を行うこととする。 

点検時に問題等が発生している場合は、速やかに補修等による対応を行うこととする。 
 

（１）計画修繕の内容と修繕周期 
計画修繕は、経年劣化により老朽化した設備等を原状回復する工事を対象とする。 
一方、ＬＣＣの縮減効果が期待できる住棟については、従前の仕様等に比べて耐久性等の向上を図

る改善事業（⻑寿命化改善事業）により対応する。 
なお、本市の管理する公営住宅等の計画修繕において踏まえるべき修繕周期は概ね次ページの表を

参考とする。 
ただし、修繕周期については、同じ仕様、材質、工法でも周辺環境等によっても幅があるが、本計

画では同表に太字で示した年数を基準にして、修繕・改善を図ることとする。 
また、部材工法の標記は、一般的な公営住宅等で採用されている仕様を参考に列挙しており、今後、

必要に応じて竣工図等の図書を参照しながら適宜見直しを行う。 
 

（２）効率的な計画修繕の実施 
計画修繕の実施に当たっては、以下の点を考慮して効果的・効率的に進める。 

 
・当面管理する団地（建替を前提としない）を対象とし、「用途廃止」と位置付けた住棟は、原則、計

画修繕を実施せず、他の住棟を優先して効率的な計画修繕を実施する。 
・ＬＣＣの縮減効果が期待できる住棟については、優先して従前の仕様等に比べて耐久性等の向上を

図る改善事業（⻑寿命化改善事業）により対応する。 
・住棟の良好な状態を維持するため、計画的な「改善等」による対応を行う住棟については、相互の

事業実施時期や関連性等を把握した上で両工事を同時に実施するなど効率的な修繕を検討・計画す
る。 

・点検の結果、建物の安全性等が確保された場合は、修繕の実施時期を延期するなど柔軟に対応を検
討する。 
 

（３）修繕内容等のデータベース化 
修繕を実施した際には、修繕内容についてデータベース等に記録し、将来の修繕・改善等に向けた

履歴の蓄積を行う。 
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■公営住宅等の計画修繕周期表（建築） (1/2) 

 
※修繕周期は、同種の材料や工法に準じて設定しているが、実際のメーカー仕様等とは異なる場合がある。 

  

部位

1 アスファルト露出防水シルバー仕上 10年～15年 12

2 アスファルト防水コンクリート押え 12年～18年 15

3 ウレタン樹脂防水保護モルタル押え 18年～22年 20

4 洋瓦葺き 25年～35年 30

5 和瓦葺き 25年～35年 30

6 ガルバリウム鋼板瓦棒葺き 18年～25年 22

7 カラー鋼板瓦棒葺き 12年～18年 15

8 アスファルトシングル葺き 18年～25年 22

9 波形スレート葺き 18年～25年 22

10 スレート瓦葺き・コロニアル葺き 18年～25年 22

1 モルタル刷毛引きリシン吹付 18年～22年 20

2 コンクリート打放しリシン吹付 18年～22年 20

3 杉野地板防腐剤塗り 18年～22年 20

4 ケイカル板EP 18年～22年 20

1 モルタル刷毛引きリシン吹付 10年～15年 12

2 コンクリート打放しリシン吹付 18年～22年 20

3 コンクリート打放し吹付タイル 18年～22年 20

4 二丁掛タイル貼 25年～35年 30

5 漆喰塗り 25年～35年 30

6 杉羽目板張り防腐剤塗り 18年～22年 20

7 波形石綿スレート貼 25年～35年 30

8 コンクリートブロック積み 25年～35年 30

9 防火サイディングボード塗装 18年～25年 22

1 防水モルタルこて押え 10年～15年 12

2 防水シート貼 10年～15年 12

1 鋼製／塗装 5年～10年 8

2 アルミ製 12年～18年 15

3 木材防腐剤塗り 18年～22年 20

1 防水モルタルこて押え 10年～15年 12

2 縞鋼板／塗装 10年～15年 12

3 ウレタン塗膜防水 10年～15年 12

部材・工法等

Ａ．屋根・屋上

種別

Ｆ．
外部階段・廊下床

修繕・改修項目

Ｂ．軒裏

一般的
修繕周期

備　　考
本計画での
周期設定

Ｃ．外壁

Ｅ．
バルコニー手摺り

Ｄ．バルコニー床

建
築

（
外
部
）
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■公営住宅等の計画修繕周期表（建築） (2/2) 

 
※修繕周期は、同種の材料や工法に準じて設定しているが、実際のメーカー仕様等とは異なる場合がある。 

 
  

部位

1 鋼製／塗装 5年～10年 8

2 ステンレス製 18年～22年 20

3 アルミ製 12年～18年 15

4 鋼製ドア・木製サッシ 5年～10年 8

5 屋外用樹脂被膜手摺 10年～15年 12

Ｈ．竪樋 1 硬質塩ビパイプ 25年～35年 30

1 モルタル刷毛引きリシン吹付 10年～15年 12

2 コンクリート打放しリシン吹付 18年～22年 20

3 コンクリート打放し吹付タイル 18年～22年 20

4 二丁掛タイル貼 25年～35年 30

5 防火サイディングボード塗装 18年～25年 22

6 鋼棒縦格子／塗装 5年～10年 8

7 アルミ製縦格子 12年～18年 15

8 木材防腐剤塗り 18年～22年 20

9 パンチングメタル板（ステンレス） 18年～22年 20

10 強化ガラス板 18年～25年 22

1 化学タタミ 10年～15年 12

2 床化粧パネル 10年～15年 12

3 塩ビタイル／シート 10年～15年 12

4 化学タタミ 10年～15年 12

5 ＦＲＰユニットバス 18年～22年 20

1 壁化粧パネル 10年～15年 12

2 モルタルこて押え／塗装・クロス 10年～15年 12

3 タイル貼り 18年～22年 20

1 天井化粧パネル 10年～15年 12

2 厚吹材吹きつけ 10年～15年 12

3 コンクリート打放し／塗装・クロス 10年～15年 12

部材・工法等
種別

Ｌ．天井

Ｊ．床

修繕・改修項目 一般的
修繕周期

備　　考
本計画での
周期設定

原
則
と
し
て
入
居
者
退
去
時
対
応

建
築

（
内
部
）

Ｇ．外部金物

Ｋ．壁

Ⅰ．腰壁

建
築

(

外
部

)
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■公営住宅等の計画修繕周期表（設備・外構） 

 
※修繕周期は、同種の材料や工法に準じて設定しているが、実際のメーカー仕様等とは異なる場合がある。 

 
 

部位

1 照明器具（屋内共用） 10年～15年 12

2 照明器具（屋外共用） 5年～10年 8

3 受電・分電機器 18年～22年 20

1 共聴設備機器 18年～22年 20

2 同軸ケーブル 18年～22年 20

1 ＦＲＰ受水槽・高架水槽 18年～22年 20

2 ステンレス製受水槽・高架水槽 18年～22年 20

3 給水ポンプ 10年～15年 12

4 ライニング鋼管 20年～30年 25

5 亜鉛メッキ鋼管 10年～15年 12

6 硬質塩ビパイプ 25年～35年 30

7 屋外（引き込み）給水管 18年～22年 20

1 汚水管・雑排水管 18年～22年 20

2 屋外（接続）排水管 18年～25年 22

3 合併浄化槽 18年～25年 22

1 屋内ガス管 25年～35年 30

2 屋外（引き込み）ガス管 18年～22年 20

1 集会所（軽量鉄骨・スレート製） 10年～15年 12

2 駐車・駐輪場（軽量鉄骨・スレート製） 10年～15年 12

3 駐車・駐輪場（アルミ製既製品） 12年～18年 15

4 物置（軽量鉄骨・スレート製） 10年～15年 12

5 物置（CB造スレート屋根） 18年～22年 20

6 柵・ネットフェンス，ＵＮフェンス 10年～15年 12

7 遊戯施設 10年～15年 12

8 アスファルト舗装 25年～35年 30

9 コンクリート舗装 25年～35年 30

10 インターロッキング舗装 25年～35年 30

電
気
設
備

Ｍ．電気設備

Ｎ．
テレビ受信設備

種別
修繕・改修項目

部材・工法等

Ｑ．ガス設備

Ｒ．屋外・外構

中間期に
鉄部塗装実施

給
排
水
設
備

Ｏ．
給水・配水設備

Ｐ．排水設備

一般的
修繕周期

本計画での
周期設定

備　　考
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８．改改改改の実実実実の設設 

修繕及び改善事業の実施方針及びその内容は以下のとおりである。 

（１）居住性向上型 
引き続き活用を図る住棟の良好な状態を維持するため、計画的な「改善等」による対応を行う耐火

構造の住棟を中⼼に、住⼾内各部や住棟設備の機能改善及び更新を行い、多様化するニーズに対応可
能なように居住性を向上させる 

【主な実施内容】 ３カ所給湯確保 
 

（２）福祉対応型 
引き続き活用を図る住棟を中⼼に、⾼齢者等が安全・安⼼して居住できるよう、住⼾、共用部、屋

外のバリアフリー化を進めるとともに、トイレの改修や室内の手摺り設置により⾼齢者等の居住の円
滑化のための福祉対応を図る 

【主な実施内容】 
・住⼾内部等の段差解消（⽞関・浴室・トイレの手摺り設置を含む） 
・浴室･トイレの⾼齢者対応（洋式便器への改修等）等 
 

（３）安全性確保型 
引き続き活用を図る住棟や、計画的な「改善等」による対応を行う住棟を中⼼に、躯体の安全性を

確認するとともに、躯体や屋上等の老朽化が進んでいる住棟については、修繕周期を踏まえつつ必要
な改善を行う 

【主な実施内容】 
・外壁の改修・塗装工事 
・屋上等の改修・塗装工事等 
 

（４）⻑寿命化型 
ＬＣＣの縮減効果が期待できる住棟において、耐久性の向上や、躯体への影響の低減、維持管理の

容易性向上の観点から予防保全的な改善を行う 
【主な実施内容】 
・屋上等の防水性及び断熱性を向上させる改善 
・外壁及び躯体の安全性を向上させる改善 

＋ 給水設備及び排水設備における配管等の耐久性、耐食性向上に資する工事 
＋ 給湯設備の更新による性能・耐久性の向上 
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（５）脱炭素社会対応型 
引き続き活用を図る住棟を中⼼に、再生可能エネルギー設備の設置、断熱改修や省エネルギー性能

の⾼い設備機器への交換により、住環境の改善とともに、充電インフラ整備、省エネルギー性能の向
上を図る 

【主な実施内容】 太陽光パネルの設置 
 

（６）その他（共同施設・附帯施設） 
団地敷地内の既存共同施設・附帯施設の改善を検討し、良好な生活環境を実現する 
【主な実施内容】 集会場の改善 

 
○改善事業対象団地一覧 

 
 
  上記改善により、住⼾数が 527 ⼾増え、678 ⼾（42.5％）が 1,205 ⼾（75.5％）へ改善する。 

東出水 太田原団地 外壁・屋上 17棟 98⼾

⻄町団地 屋上 2棟 33⼾

花⽴団地 給湯・給水管 2棟 30⼾

⿅島団地 外壁・屋上 7棟 96⼾

茶円掘団地 外壁・屋上 5棟 52⼾

早馬団地 給湯・給水管 3棟 30⼾

早馬第二団地 外壁・屋上 2棟 28⼾

米ノ津東 鶴⻲タウン 給湯 9棟 80⼾

切通 境町団地 外壁・屋上 3棟 6⼾

高尾野 麓団地 外壁・屋上 8棟 44⼾

下水流 ウッドタウン高尾野 外壁・屋上 14棟 25⼾

荘 荘下団地 外壁・屋上 3棟 5⼾

75棟 527⼾

米ノ津

合 計

⻄出水

校区

改善⼾数団地名 改善内容 棟数
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９ 建建建建の実実実実の設設 

本計画において、今後 10 年間での「建替え（優先再編）」と位置付けた団地・住棟は、２団地・51
棟・196 ⼾である。 

また、建築年次（旧耐震）や経過年数（老朽化）により⽤途廃⽌とした団地・住⼾は 14 団地・94 棟・
329 ⼾としている。公営住宅等の住宅セーフティネットの役割を踏まえ、一定数の公営住宅等を確保
していくためには、財政状況等を勘案し、有効な土地活⽤も考慮しつつ、優先再編と⽤途廃⽌を合わ
せて可能な限り統廃合・再編を進めていく必要がある。その際，従来の本市が直接住宅を建設し供給す
る方式では，財政面や管理面において持続的な運営が懸念される状況も考えられる。 

これらを踏まえ，本市の公営住宅等における建替事業の実施方針を以下に示す。 
 

○⽤途廃⽌（除却）（10 年間） 

 
 

○集約建替え（10 年間） 

 
 

八坊団地 2棟 9⼾

上町団地 28棟 112⼾

⻄出⽔ 上屋団地 12棟 48⼾

沖田団地 4棟 15⼾

加柴久利団地 12棟 44⼾

安原団地 23棟 84⼾

切通団地 2棟 2⼾

前田団地 1棟 2⼾

荘団地 2棟 2⼾

蕨島団地 1棟 2⼾

野口団地 2棟 2⼾

荒崎団地 2棟 4⼾

高尾野 東町団地 2棟 2⼾

下⽔流 東⽔流団地 1棟 1⼾

94棟 329⼾

切通

荘

江内

合計

出⽔

米ノ津東

校区
団地名 棟数 ⼾数

出⽔ 上町団地 110⼾ 上町団地に集約建替え

米ノ津東 安原団地 90⼾ 安原団地に集約建替え

備考
校区

団地名 新築⼾数
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（１）⺠間事業者のノウハウ等を活用した柔軟な統廃合・再編方策の検討 
今後，本市における公営住宅等の適切な供給量の確保を進める上では、財政面や管理面において運

営が懸念される中、⺠間事業者との連携による公営住宅等の統廃合・再編の方策について積極的に検
討していくこととする。例えば、ＰＦＩ事業を導⼊することで、建替事業そのものへの⺠間事業者の
ノウハウ活⽤、余剰地への⾼齢者福祉施設等誘致による地域全体への市⺠サービスの提供、効率的な
維持・管理業務などが期待される。 

また、将来の公営住宅等の需要減に対応した供給量の調整を行えるよう、⺠間事業者等が建設・保
有する住宅を借り上げることにより供給する「借上公営住宅」や⺠間賃貸住宅の空き家を活⽤し家賃
の一部を補助する「⺠間賃貸住宅家賃補助制度」なども考えられる。 
 

（２）まちづくり政策や福祉施策と連動した統廃合・再編方策の検討 
今後，本市における公営住宅等の適切な供給量の確保を進める上では、「セーフティネットの確保」

だけにとらわれることなく、本市のまちづくり政策や福祉施策との連携による供給枠の確保について
も検討を進め、統廃合・再編に合わせた⾼齢者福祉施設や子育て支援施設等の導⼊など、まちづくり
と連動した一体的な方策についても検討を進める。 

 
（３）入居者の状況や全体の供給バランスに考慮した統廃合・再編方策の検討 

各団地での統廃合・再編を進める際には、安全で安心な居住環境を⼊居者に提供していくため、団
地毎の特性、⼊居者の状況等に応じた適切な方策を推進するとともに、各校区・地域や市全体の供給
バランス、また、⾼齢者単身世帯や子育て世帯を考慮した検討を引き続き行う。 

⻑期的な⾒通しにおいて、次期計画期間で耐⽤年限等から⽤途廃⽌（除却）と位置づけた団地につ
いては、本計画期間中をその準備期間として、他団地への移転等を緩やかにすすめていくこととする。 

次期計画期間および次々期計画期間の⽤途廃⽌（除却）対象とする団地を次ページ表に示す。 
 

（４）用途廃止用地の有効活用による統廃合・再編方策支援 
今後、⽤途廃⽌や統廃合・再編により余剰地が発生した場合は、周辺地域のまちづくりに寄与する

他の⽤途への活⽤に加え、⺠間等への売却の可能性についても検討し、⽤地売却により収益が得られ
た際には、統廃合・再編等に要する費⽤に充てるなど事業の円滑な推進に資するよう方策を検討する。 

 
 

-102-



 

10 長長長長のための事事事事事事事事 

先の各検討を踏まえ、予防保全的な維持管理等を計画的に実施する上での方針として、計画期間内
に実施する計画修繕・改善・建替え等の事業実施予定を整理した。 

なお、計画期間内に実施する計画修繕・改善等の事業実施予定については、市が指定する様式で整
理するものとするが、必要に応じて、改定指針に従い以下の様式を提案・作成した。 

【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧  
【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧  
【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）。 
 

様式 検討内容 
様式１ 計画修繕・改善事業の実施予定一覧 
様式２ 新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 
様式３ 共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） 
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長寿命化改善実施年度計算用 長寿命化改善実施年度

事業
手法等

区分 団地名 住棟番号 戸数 構造
建設年度
西暦

屋上防
水

外壁塗
装等

給水管
給湯管

給湯器
屋上防
水

外壁塗
装等

給水管
給湯管

給湯器

評価期
間Ａ

（改善非
実施）

評価期
間Ｂ

（改善実
施）

LCC
縮減効果
(千円/年)

掲載様式

公営 太田原団地 東2号棟 8 木造 2003 25 25 50 2028 2028 2053 40年 50年 443
公営 太田原団地 東3号棟 2 木造 2003 25 25 50 2028 2028 2053 40年 50年 92
公営 太田原団地 東1号棟 8 耐火 2003 25 25 50 50 2028 2028 2053 2053 70年 80年 180
公営 太田原団地 東4号棟 8 耐火 2003 25 25 50 50 2028 2028 2053 2053 70年 80年 180
公営 太田原団地 東7号棟 2 木造 2005 25 25 30 2030 2030 2035 40年 50年 82
公営 太田原団地 東8号棟 2 木造 2005 25 25 30 2030 2030 2035 40年 50年 82
公営 太田原団地 東9号棟 2 木造 2005 25 25 30 2030 2030 2035 40年 50年 82
公営 太田原団地 東10号棟 2 木造 2005 25 25 30 2030 2030 2035 40年 50年 82
公営 太田原団地 東5号棟 8 耐火 2005 24 24 50 50 2029 2029 2055 2055 70年 80年 158
公営 太田原団地 東6号棟 8 耐火 2005 24 24 50 50 2029 2029 2055 2055 70年 80年 158
公営 太田原団地 北1号棟 4 耐火 2005 24 24 50 50 2029 2029 2055 2055 70年 80年 79
公営 太田原団地 北2号棟 8 耐火 2005 24 24 50 50 2029 2029 2055 2055 70年 80年 158
公営 太田原団地 西6号棟 8 耐火 2006 25 25 50 50 2031 2031 2056 2056 70年 80年 156
公営 太田原団地 西7号棟 12 耐火 2006 25 25 50 50 2031 2031 2056 2056 70年 80年 234
公営 太田原団地 南2号棟 8 耐火 2008 24 24 50 50 2032 2032 2058 2058 70年 80年 156
公営 太田原団地 南1号棟 2 木造 2008 24 24 30 2032 2032 2038 40年 50年 91
公営 太田原団地 南3号棟 2 木造 2008 24 24 30 2032 2032 2038 40年 50年 91
公営 平和団地 4号棟 16 耐火 1984 37 45 50 50 2021 2029 2034 2034 70年 80年 195
公営 平和団地 3号棟 12 耐火 1985 36 45 50 50 2021 2030 2035 2035 70年 80年 151
公営 西町団地 2号棟 18 耐火 1987 36 50 34 2023 2037 2021 70年 80年 247
公営 西町団地 1号棟 15 耐火 1988 36 50 33 2024 2038 2021 70年 80年 177
公営 花立団地 1号棟 24 耐火 1993 30 2023 70年 80年 583
公営 花立団地 2号棟 6 耐火 1993 30 2023 70年 80年 146
公営 鹿島団地 1号棟 8 耐火 1997 24 24 50 50 2021 2021 2047 2047 70年 80年 178
公営 鹿島団地 2号棟 8 耐火 1997 24 24 50 50 2021 2021 2047 2047 70年 80年 178
公営 鹿島団地 3号棟 8 耐火 1997 24 24 50 50 2021 2021 2047 2047 70年 80年 178
公営 鹿島団地 4号棟 24 耐火 1998 24 24 50 50 2022 2022 2048 2048 70年 80年 546
公営 鹿島団地 5号棟 8 耐火 1998 24 24 50 50 2022 2022 2048 2048 70年 80年 182
公営 鹿島団地 6号棟 24 耐火 1998 25 25 50 50 2023 2023 2048 2048 70年 80年 548
公営 鹿島団地 7号棟 8 耐火 1999 24 24 50 50 2023 2023 2049 2049 70年 80年 194
公営 鹿島団地 8号棟 24 耐火 1999 25 25 50 50 2024 2024 2049 2049 70年 80年 583
公営 鹿島団地 9号棟 8 耐火 2000 25 25 50 50 2025 2025 2050 2050 70年 80年 203
公営 鹿島団地 10号棟 8 耐火 2000 25 25 50 50 2025 2025 2050 2050 70年 80年 203
公営 鹿島団地 11号棟 18 耐火 2000 26 26 50 50 2026 2026 2050 2050 70年 80年 459
公営 鹿島団地 12号棟 6 耐火 2000 26 26 50 50 2026 2026 2050 2050 70年 80年 153
公営 茶円掘団地 1号棟 8 耐火 2001 25 25 50 50 2026 2026 2051 2051 70年 80年 190
公営 茶円掘団地 2号棟 8 耐火 2001 25 25 50 50 2026 2026 2051 2051 70年 80年 190
公営 茶円掘団地 3号棟 24 耐火 2002 25 25 50 50 2027 2027 2052 2052 70年 80年 555
公営 茶円掘団地 4号棟 6 耐火 2002 26 26 50 50 2028 2028 2052 2052 70年 80年 139
公営 茶円掘団地 5号棟 6 耐火 2002 26 26 50 50 2028 2028 2052 2052 70年 80年 139
公営 早馬団地 １号棟 12 耐火 1994 31 2025 70年 80年 325
公営 早馬団地 ２号棟 6 耐火 1994 32 2026 70年 80年 163
公営 早馬団地 ３号棟 12 耐火 1995 32 2027 70年 80年 348
公営 早馬第二団地 ４号棟 14 耐火 2010 21 21 50 50 2031 2031 2060 2060 70年 80年 364
公営 早馬第二団地 ５号棟 14 耐火 2010 22 22 50 50 2032 2032 2060 2060 70年 80年 365
公営 鶴亀タウン 東1号棟 18 耐火 1989 50 32 2039 2021 70年 80年 247
公営 鶴亀タウン 東2号棟 12 耐火 1989 50 33 2039 2022 70年 80年 165
公営 鶴亀タウン 東3号棟 6 耐火 1990 50 34 2040 2024 70年 80年 84
公営 鶴亀タウン 東4号棟 6 耐火 1990 50 34 2040 2024 70年 80年 84
公営 鶴亀タウン 東5号棟 6 耐火 1990 50 34 2040 2024 70年 80年 84
公営 鶴亀タウン 東6号棟 6 耐火 1990 50 34 2040 2024 70年 80年 84
公営 鶴亀タウン 南1号棟 9 耐火 1991 50 34 2041 2025 70年 80年 116
公営 鶴亀タウン 南2号棟 14 耐火 1991 50 34 2041 2025 70年 80年 180
公営 鶴亀タウン 南3号棟 21 耐火 1992 50 34 2042 2026 70年 80年 316
公営 境町団地 1棟 2 木造 1992 35 35 2027 2027 40年 50年 48
公営 境町団地 2棟 2 木造 1992 35 35 2027 2027 40年 50年 48
公営 境町団地 3棟 2 木造 1992 35 35 2027 2027 40年 50年 48
公営 荘下団地 1棟 2 木造 1990 36 36 2026 2026 40年 50年 36
公営 荘下団地 2棟 2 木造 1990 36 36 2026 2026 40年 50年 36
公営 荘下団地 3棟 1 木造 1990 36 36 2026 2026 40年 50年 5
公営 麓団地 1号棟 10 耐火 2011 19 45 50 50 2030 2056 2061 2061 70年 80年 251
公営 麓団地 2号棟 4 耐火 2011 19 45 50 50 2030 2056 2061 2061 70年 80年 100
公営 麓団地 3号棟 4 耐火 2011 20 45 50 50 2031 2056 2061 2061 70年 80年 101
公営 麓団地 4号棟 4 耐火 2011 20 45 50 50 2031 2056 2061 2061 70年 80年 101
公営 麓団地 5号棟 4 耐火 2012 19 45 50 50 2031 2057 2062 2062 70年 80年 91
公営 麓団地 6号棟 4 耐火 2012 20 45 50 50 2032 2057 2062 2062 70年 80年 91
公営 麓団地 7号棟 10 耐火 2012 20 45 50 50 2032 2057 2062 2062 70年 80年 228
公営 麓団地 8号棟 4 耐火 2012 20 45 50 50 2032 2057 2062 2062 70年 80年 91
公営 ウッドタウン高尾野 1棟 2 木造 2003 26 26 30 2029 2029 2033 40年 50年 88
公営 ウッドタウン高尾野 2棟 1 木造 2003 26 26 30 2029 2029 2033 40年 50年 32
公営 ウッドタウン高尾野 3棟 2 木造 2003 27 27 30 2030 2030 2033 40年 50年 89
公営 ウッドタウン高尾野 4棟 2 木造 2003 27 27 30 2030 2030 2033 40年 50年 89
公営 ウッドタウン高尾野 5棟 2 木造 2003 27 27 30 2030 2030 2033 40年 50年 89
公営 ウッドタウン高尾野 6棟 2 木造 2003 27 27 30 2030 2030 2033 40年 50年 89
公営 ウッドタウン高尾野 7棟 2 木造 2003 28 28 30 2031 2031 2033 40年 50年 90
公営 ウッドタウン高尾野 8棟 2 木造 2003 28 28 30 2031 2031 2033 40年 50年 90
公営 ウッドタウン高尾野 9棟 1 木造 2003 28 28 30 2031 2031 2033 40年 50年 34
公営 上町団地 01棟 112 簡耐 1976 － － － － － － － － － － －
公営 上屋団地 1～12棟 48 簡耐 1969 － － － － － － － － － － －
公営 沖田団地 1～4棟 15 簡耐 1957 － － － － － － － － － － －
公営 加紫久利団地 1～13棟 44 簡耐 1965 － － － － － － － － － － －
公営 安原団地 1～23棟 84 簡耐 1971 － － － － － － － － － － －
公営 切通団地 1,2 2 木造 1957 － － － － － － － － － － －
公営 前田団地 1棟 2 簡耐 1966 － － － － － － － － － － －
公営 荘団地 1,2棟 2 木造 1957 － － － － － － － － － － －
公営 蕨島団地 1棟 2 簡耐 1966 － － － － － － － － － － －
公営 野口団地 2,5棟 2 木造 1959 － － － － － － － － － － －

用途廃止 公営 荒崎団地 1,2棟 4 簡耐 1963 － － － － － － － － － － － 【様式1-10】出水市(公営)
特公賃 ウッドタウン高尾野 1棟（特公賃） 2 木造 2002 26 26 30 2028 2028 2032 40年 50年 87
特公賃 ウッドタウン高尾野 2棟（特公賃） 1 木造 2002 26 26 30 2028 2028 2032 40年 50年 32
特公賃 ウッドタウン高尾野 3棟（特公賃） 2 木造 2002 26 26 30 2028 2028 2032 40年 50年 87
特公賃 ウッドタウン高尾野 4棟（特公賃） 2 木造 2002 27 27 30 2029 2029 2032 40年 50年 89
特公賃 ウッドタウン高尾野 5棟（特公賃） 2 木造 2002 27 27 30 2029 2029 2032 40年 50年 89
一般 八坊団地 01棟 9 簡耐 1968 － － － － － － － － － － －
一般 東水流団地 1 1 木造 1969 － － － － － － － － － － －
一般 東町団地 南棟,北棟 2 木造 1969 － － － － － － － － － － －
公営 安原団地 1～23棟 84 簡耐 － － － － － － － － － － － －
公営 上町団地 1～28棟 112 簡耐 － － － － － － － － － － － －
公営 太田原団地 集会所 － － 2003 － － － － － － － － － － －
公営 鹿島団地 集会所 － － 1997 － － － － － － － － － － －
公営 茶円堀団地 集会所 － － 2002 － － － － － － － － － － －
公営 麓団地 集会所 － － 2012 － － － － － － － － － － －
公営 ウッドタウン高尾野 集会所 － － 2002 － － － － － － － － － － －

【様式1-1】出水市(公営)

【様式1-2】出水市(公営)

【様式1-3】出水市(公営)

【様式1-7】出水市(公営)

【様式1-4】出水市(公営)

【様式1-5】出水市(公営)

【様式1-6】出水市(公営)

個別改善

個別改善

個別改善

個別改善

個別改善

新規整備 【様式２】

共同施設
に係る事

業
【様式3】

個別改善

個別改善

個別改善

個別改善

用途廃止

用途廃止

【様式1-1】出水市(特公賃)

【様式1-8】出水市(公営)

【様式1-9】出水市(公営)

【様式1-1】出水市(一般)
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （1/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

太田原団地 東2号棟 8 木造 2003 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

443
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東3号棟 2 木造 2003 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

92
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東1号棟 8 耐火 2003 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

180
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東4号棟 8 耐火 2003 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

180
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東7号棟 2 木造 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

82
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東8号棟 2 木造 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

82
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東9号棟 2 木造 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

82
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東10号棟 2 木造 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

82
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東5号棟 8 耐火 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

158
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 東6号棟 8 耐火 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

158
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （2/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

太田原団地 北1号棟 4 耐火 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

79
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 北2号棟 8 耐火 2005 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

158
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 西6号棟 8 耐火 2006 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

156
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 西7号棟 12 耐火 2006 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

234
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 南2号棟 8 耐火 2008 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

156
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 南1号棟 2 木造 2008 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

91
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

太田原団地 南3号棟 2 木造 2008 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

91
前計画の位置づけ、良好な立地
条件、高い入居率等を踏まえ、
維持管理

平和団地 4号棟 16 耐火 1984 － － 維持管理 195 R3年度に屋根防水の改修を実施

平和団地 3号棟 12 耐火 1985 － － 維持管理 151 R3年度に屋根防水の改修を実施

西町団地 2号棟 18 耐火 1987 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

247
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （3/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

西町団地 1号棟 15 耐火 1988 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

177
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

花立団地 1号棟 24 耐火 1993 － － 長寿命化
(3点給湯)

583
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

花立団地 2号棟 6 耐火 1993 － － 長寿命化
(3点給湯)

146
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

鹿島団地 1号棟 8 耐火 1997 － － 維持管理 178

前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理。R3年度に外壁・屋上防水改
修

鹿島団地 2号棟 8 耐火 1997 － － 維持管理 178

前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理。R3年度に外壁・屋上防水改
修

鹿島団地 3号棟 8 耐火 1997 － － 維持管理 178

前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理。R3年度に外壁・屋上防水改
修

鹿島団地 4号棟 24 耐火 1998 － － 維持管理 546

前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理。R4年度に外壁・屋上防水改
修

鹿島団地 5号棟 8 耐火 1998 － － 維持管理 182

前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理。R4年度に外壁・屋上防水改
修

鹿島団地 6号棟 24 耐火 1998 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

548
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

鹿島団地 7号棟 8 耐火 1999 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

194
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （4/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

鹿島団地 8号棟 24 耐火 1999 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

583
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

鹿島団地 9号棟 8 耐火 2000 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

203
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

鹿島団地 10号棟 8 耐火 2000 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

203
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

鹿島団地 11号棟 18 耐火 2000 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

459
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

鹿島団地 12号棟 6 耐火 2000 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

153
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

茶円掘団地 1号棟 8 耐火 2001 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

190
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

茶円掘団地 2号棟 8 耐火 2001 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

190
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

茶円掘団地 3号棟 24 耐火 2002 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

555
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

茶円掘団地 4号棟 6 耐火 2002 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

139
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

茶円掘団地 5号棟 6 耐火 2002 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

139
前計画および校区の世帯数増、
入居率の高さを踏まえ、維持管
理

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （5/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

早馬団地 １号棟 12 耐火 1994 － － 設計 長寿命化
(3点給湯)

325

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

早馬団地 ２号棟 6 耐火 1994 － － 設計 長寿命化
(3点給湯)

163

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

早馬団地 ３号棟 12 耐火 1995 － － 設計 長寿命化
(3点給湯)

348

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

早馬第二団地 ４号棟 14 耐火 2010 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

364

早馬第二団地 ５号棟 14 耐火 2010 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

365

鶴亀タウン 東1号棟 18 耐火 1989 － － 維持管理 247

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理。R3年度に3点給湯改修

鶴亀タウン 東2号棟 12 耐火 1989 － － 長寿命化
(3点給湯)

165

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

鶴亀タウン 東3号棟 6 耐火 1990 － － 長寿命化
(3点給湯)

84

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

鶴亀タウン 東4号棟 6 耐火 1990 － － 長寿命化
(3点給湯)

84

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

鶴亀タウン 東5号棟 6 耐火 1990 － － 長寿命化
(3点給湯)

84

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （6/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

鶴亀タウン 東6号棟 6 耐火 1990 － － 長寿命化
(3点給湯)

84

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

鶴亀タウン 南1号棟 9 耐火 1991 － － 長寿命化
(3点給湯)

116

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

鶴亀タウン 南2号棟 14 耐火 1991 － － 長寿命化
(3点給湯)

180

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

鶴亀タウン 南3号棟 21 耐火 1992 － － 長寿命化
(3点給湯)

316

洪水想定区域（3ｍ未満）にある
が、前計画および入居率の高さ
を踏まえ、防災対策をしつつ維
持管理

境町団地 1棟 2 木造 1992 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

48

境町団地 2棟 2 木造 1992 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

48

境町団地 3棟 2 木造 1992 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

48

荘下団地 1棟 2 木造 1990 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

36

荘下団地 2棟 2 木造 1990 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

36

荘下団地 3棟 1 木造 1990 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

5

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （7/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

麓団地 1号棟 10 耐火 2011 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

251

麓団地 2号棟 4 耐火 2011 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

100

麓団地 3号棟 4 耐火 2011 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

101

麓団地 4号棟 4 耐火 2011 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

101

麓団地 5号棟 4 耐火 1987 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

91

麓団地 6号棟 4 耐火 2012 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

91

麓団地 7号棟 10 耐火 2012 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

228

麓団地 8号棟 4 耐火 2012 － －
長寿命化
(外壁・屋上

防水)

91

ウッドタウン高尾野 1棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

88

ウッドタウン高尾野 2棟 1 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

32

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （8/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

ウッドタウン高尾野 3棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

89

ウッドタウン高尾野 4棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

89

ウッドタウン高尾野 5棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

89

ウッドタウン高尾野 6棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

89

ウッドタウン高尾野 7棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

90

ウッドタウン高尾野 8棟 2 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

90

ウッドタウン高尾野 9棟 1 木造 2003 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

34

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （9/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

上町団地 01棟 112 簡耐 1976 － － 用途廃止（除却） －

耐用年限の経過と前計画の位置
づけ、立地条件の高さを活か
し、計画後期の建替候補地とす
る。校区内の他団地の集約をす
すめる。

上屋団地 1～12棟 48 簡耐 1969 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と前計画の位置
づけを踏まえ用途廃止し、近傍
の建替団地へ集約

沖田団地 1～4棟 15 簡耐 1957 － － 用途廃止（除却） －

洪水想定区域（3ｍ未満）にあ
り、市内団地で最も古く入居率
も低いため、前計画を踏まえ用
途廃止。近傍の団地へ集約を図
る

加紫久利団地 1～13棟 44 簡耐 1965 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過、前計画を踏ま
え、用途廃止とする。近傍の団
地へ集約を図る

安原団地 1～23棟 84 簡耐 1971 － － 用途廃止（除却） －

土砂災害警戒区域（イエロー）
に一部かかっており、耐用年限
の経過により用途廃止とする。
立地条件がよく、敷地規模も大
きいため、前計画を踏まえ計画
期間内での建替とする。あわせ
て近傍団地の集約を図る。

切通団地 1,2 2 木造 1957 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と入居率の低
さ、前計画の位置づけを踏まえ
用途廃止

前田団地 1棟 2 簡耐 1966 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と入居率の低
さ、前計画の位置づけを踏まえ
用途廃止

荘団地 1,2棟 2 木造 1957 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と入居率の低
さ、前計画の位置づけを踏まえ
用途廃止

蕨島団地 1棟 2 簡耐 1966 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と入居率の低
さ、前計画の位置づけを踏まえ
用途廃止

野口団地 2,5棟 2 木造 1959 － － 用途廃止（除却） －

土砂災害警戒区域（イエロー）
及び災害危険区域に含まれてお
り、耐用年限の経過と前計画を
踏まえ用途廃止

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （10/10）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

荒崎団地 1,2棟 4 簡耐 1963 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と入居率の低
さ、前計画の位置づけを踏まえ
用途廃止

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （1/1）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

ウッドタウン高尾野
1棟（特
公賃）

2 木造 2002 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

87

ウッドタウン高尾野
2棟（特
公賃）

1 木造 2002 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

32

ウッドタウン高尾野
3棟（特
公賃）

2 木造 2002 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

87

ウッドタウン高尾野
4棟（特
公賃）

2 木造 2002 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

89

ウッドタウン高尾野
5棟（特
公賃）

2 木造 2002 － － 長寿命化
(外壁・屋根)

89

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧 （1/1）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）一般住宅 )

法定点検
法定点検に
準じた点検 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

八坊団地 01棟 9 簡耐 1968 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過と前計画の位置
づけを踏まえ用途廃止

東水流団地 1 1 木造 1969 － － 用途廃止（除却） －
耐用年限の経過、前計画の位置
づけを踏まえ用途廃止

東町団地
南棟,
北棟

2 木造 1969 － － 用途廃止（除却） －

注１）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

注２）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

次期点検時期 修繕・改善事業の内容 LCC
縮減効果
(千円/
年)

備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度
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【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧 （1/1）

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

安原団地 1～23棟 84 簡耐 1971 － － R11 －

土砂災害警戒区域（イエロー）に一部かかっており、耐用年限
の経過により用途廃止とする。立地条件がよく、敷地規模も大
きいため、前計画を踏まえ計画期間内での建替とする。あわせ
て近傍団地の集約を図る。

上町団地 1～28棟 112 簡耐 1976 － － R13 －
耐用年限の経過と前計画の位置づけ、立地条件の高さを活か
し、計画後期の建替候補地とする。校区内の他団地の集約をす
すめる。

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

備考

出水市

その他（　　　　　　　　　　）

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期点検時期 新規又は建

替整備予定
年度

LCC
（千円/
年）
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【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等） （1/1）

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

太田原団地 集会所 2003 － － 外壁・屋根

鹿島団地 集会所 1997 － － 外壁・屋根

茶円堀団地 集会所 2002 － － 外壁・屋根

麓団地 集会所 2012 － － 外壁・屋根

ウッドタウン高尾野 集会所 2002 － － 外壁・屋根

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

維持管理・改善事業の内容
備考

　事業主体名： 出水市

　住宅の区分：

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期
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11．LCC（ライフサイクルコスト）とその縮減効果 

（１）ＬＣＣ縮減効果の算出の考え方 
⻑寿命化型改善事業を実施する公営住宅等を対象としたＬＣＣの縮減効果の算出における基本的

な考え方は次のとおりである。 
 

■ＬＣＣ縮減効果の算出イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：公営住宅等⻑寿命化計画策定指針（改定）平成 28 年８月 国土交通省住宅局住宅総合整備課 
 
①１棟のＬＣＣ縮減効果 ＝ ＬＣＣ（計画前）−ＬＣＣ（計画後）〔単位 千円/棟・年〕 
 
【ＬＣＣ（計画前）】 
②ＬＣＣ（計画前）＝（建設費※１＋修繕費※2＋除却費※3） 〔単位 千円/棟・年〕 

評価期間（改善非実施）Ａ 
【ＬＣＣ（計画後）】 
③ＬＣＣ（計画後）＝（建設費※１＋改善費※4＋修繕費※2＋除却費※3）〔単位 千円/棟・年〕 

評価期間（改善実施）Ｂ 
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※１ 建設費：推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施行規則第
23 条の率）。ここではＬＣＣ算定プログラム（「策定指針」に示されたＬＣＣの縮減効
果を算定するためのプログラム）による「建設年及びモデル住棟別推定再建築費（九州
地区）を準用 

※２ 修繕費：建設後、評価期間（改善非実施）末までに実施した修繕工事費。 
ここでは、耐火構造の住棟についてはＬＣＣ算定プログラムに示されている建設年度
を踏まえた、典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費に乗じて算定さ
れる「累積修繕費」を準用。 
簡平及び簡⼆の住棟については、国土交通省住宅局「公営住宅等⻑寿命化計画策定指
針（平成 21 年３月）」における建設費に対する各部位の修繕乗率と修繕周期を参考に
算定した修繕費を採用。 

※３ 除却費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費。 
ここでは、耐火構造の住棟についてはＬＣＣ算定プログラムに示されている耐火構造
住棟の除却工事費単価を準用。 
簡平及び簡⼆の住棟については、国土交通省住宅局「『⻑期的な管理の⾒通し』作成プ
ログラム」における除却単価既定値を準用。 

 
※４ 改善費：公営住宅等⻑寿命化計画に基づく「⻑寿命化型改善事業費」及び公営住宅等⻑寿命化

計画の「計画期間以後に想定される⻑寿命化型改善事業費の総額」から修繕費※2 相当額
を控除した額。当該改善を複数回行う場合はそれらの合計費用とする。 
なお、修繕費相当額の控除については、想定している⻑寿命化型改善項目に相当する
「計画修繕項目の修繕費乗率」を除いて修繕費を算定することで対応している。 

 
以上より、公営住宅等⻑寿命化計画に基づく⻑寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場

合、それぞれの場合について評価期間中に要するコストを算出し、住棟単位で年あたりのコスト比
較を行う。 

本算出においては、⼾あたりコストを基に当該住棟の住⼾数分を積算して、住棟あたりのコストを
算出する。また、現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、
社会的割引率4％／年を適用して現在価値化する。 

現在価値化の算出式は次のとおりである。 
現時点以後の経過年数ａ年における「将来の改善費、修繕費、除却費」ｂの現在価値 
＝ｂ×ｃ 

ａ：現時点以後の経過年数 
ｂ：将来の改善費、修繕費、除却費 
ｃ：現在価値化係数 ｃ＝１÷（１＋ｄ）＾ａ 
ｄ：社会的割引率（0.04（４％）） 
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【評価期間】 

評価期間（改善非実施）Ａ：⻑寿命化型改善事業を実施しない場合に想定される管理期間 
評価期間（改善実施） Ｂ：公営住宅等⻑寿命化計画に基づく改善事業（LCC 算定対象）及び公

営住宅等⻑寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算
定対象）を実施する場合に想定される管理期間 

 
建物の耐用年数については、さまざまな評価基準があるが、（社）日本建築学会編・発行「建築物

の耐久計画に関する考え方」によると、老朽化に伴い、これらを総合的に評価して１棟の建物とし
て設定する耐用年数を「目標耐用年数」とし、建物種別及び構造ごとに望ましい目標耐用年数（級
数）が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（一社）日本建築学会編・発行「建築物の耐久計画に関する考え方」 
 
本市において継続管理による活用を目指す団地・住棟と建物種別及び構造ごとに望ましい目標耐

用年数（級数）を照らし合わせると、耐火構造では「目標耐用年数=代表値：60年／範囲：50〜80
年／下限値：50年」（ＲＣ造-普通品質-住宅）が望ましいとされ、簡易耐火構造では「目標耐用年
数=代表値：60年／範囲：50〜80年／下限値：50年」（ブロック造-住宅）が望ましいとされる。 

また、「⻑寿命化型改善事業」を踏まえた団地・住棟の使用年数については、「公営住宅等⻑寿
命化計画Q&A」において、「基本的には（公営住宅法上の）耐用年限内で管理を行うべきであり、
適切な時期に建替えるべきである。ただし改善等工事により、耐用年限を過ぎた公営住宅であって
も維持管理が適切に行われ、構造耐⼒や避難安全性に⽀障が生じないと確かめられるのであれば、⻑
寿命化計画に定めることは可能である。」と示されている。 

以上を踏まえ、ＬＣＣの縮減効果の算出対象とする団地・住棟の評価期間は、以下のとおりとす
る。 
 

評価期間Ａ（改善非実施） ：耐火 70 年、簡耐 45 年、木造 40 年 
（⻑寿命化型改善事業を実施しない場合） 

評価期間Ｂ（改善実施） ：耐火 80 年、簡耐 60 年、木造 50 年 
（⻑寿命化型改善事業を実施する場合）=（目標管理期間） 

表 建物全体の望ましい目標耐用年数の級 表 目標耐用年数の級の区分 
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（２）ＬＣＣ縮減効果の算出結果 
ほとんどの住棟でＬＣＣの縮減効果が確認できたが、建築年次が昭和38年以前の住棟では評価期間

が同一となり効果がみられなかった。 
また、木造は⻑寿命化による評価期間の差が短く、建築コストも耐火構造ほど⼤きくないため、建

築年次によっては縮減効果が出ない住棟もある。⼆次判定において改善と位置づけた住棟のＬＣＣ縮
減効果の算出結果を次ページに示す。 
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■ＬＣＣ縮減効果の算出結果（1／5） 
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■ＬＣＣ縮減効果の算出結果（2／5） 
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■ＬＣＣ縮減効果の算出結果（3／5） 
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■ＬＣＣ縮減効果の算出結果（4／5） 
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■ＬＣＣ縮減効果の算出結果（5／5） 
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